
鳥取市福祉の店販売機能強化事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市福祉の店販売機能強化事業補助金（以下「本補助金」という。）

の交付について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（交付目的） 

第２条  本補助金は、市内の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成17年法律第123号）第5条第1項に規定する障害福祉サービスを提供する事業所、

同条第 11項に規定する障害者支援施設、同条第 25項に規定する地域活動支援センター、

その他これらに類する団体若しくは個人（以下「事業所等」という。)において障がい者

又は障がい者が関わって製造等を行う商品等（以下「事業所商品等」という。）の販売に

ついて、常設又は移動販売を行う拠点（以下「福祉の店」という。）を運営する団体を支

援することにより、障がい者の自立及び社会参加並びに障がいに対する市民の理解の促

進を図ることを目的として交付する。 

（補助対象事業） 

第３条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表の第

１欄に掲げる事業とする。 

（補助対象者） 

第４条 本補助金の交付の対象となる者は、補助対象事業を行う福祉の店の運営団体とす

る。 

（補助対象経費） 

第５条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表の第

２欄に掲げる経費とする。 

（補助金の算定） 

第６条 本補助金は、補助対象経費の実支出額と別表の第３欄に掲げる補助基準額のいず

れか低い額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する

額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額と

して控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規

定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以下同じ。）を除く。）に１０分

の１０を乗じて得た額（その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるも

のとする。）以内で算定し、予算の範囲内で交付する。 

（交付申請） 

第７条 規則第４条に規定する本補助金の交付申請は、本補助金の交付を受けようとする

年度の４月末日までに行わなければならない。 

２ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかで



ないときは、前条の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額と別表第

３欄に掲げる補助基準額のいずれか低い額に１０分の１０を乗じて得た額の範囲内で交

付申請をすることができる。 

（承認を要しない変更） 

第８条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げる変更以外の変更とする。 

（１）本補助金の増額 

（２）本補助金の２割を超える減額 

（着手届を要しない場合） 

第９条 規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合は、同項第１号又は第２号に

該当する場合以外の場合とする。 

 （概算払） 

第１０条 本補助金は、規則第１１条第１項ただし書の規定に基づき、福祉の店の運営が

円滑に行われるよう概算払により交付するものとする。 

（実績報告） 

第１１条  規則第１２条に規定する本補助金の実績報告は、本補助金の交付に係る事業の

完了の日から２０日を経過する日までに行わなければならない。 

２ 補助事業者は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以

下「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控

除税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告

しなければならない。 

３ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、

その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当

該交付決定控除税額）を超えるときは、速やかに市長に報告し、市長の返還命令を受け

て、その超える額に対応する額を市に返還しなければならない。 

（雑則） 

第１２条  この要綱に定めるもののほか、本補助金について必要な事項は、福祉部長が別

に定める。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この要綱は、 平成２０年５月１９日から施行し、平成２０年度の補助事業から適用す

る。 

 （鳥取市福祉の店振興支援事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 鳥取市小規模作業所運営費補助金交付要綱（平成１７年５月１６日制定）は、廃止す

る。 

 （鳥取市福祉の店振興支援事業補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置） 

３ 前項の規定による廃止前の鳥取市小規模作業所運営費補助金交付要綱（以下「旧要綱」



という。）の規定に基づき行われた平成１９年度における事業については、旧要綱の規定

は、なおその効力を有する。 

 （平成２０年度における交付申請等に係る経過措置） 

４ 平成２０年度における本補助金の交付申請に係る第７条の規定の適用については、同

条中「本補助金の交付を受けようとする年度の４月２０日」とあるのは、「市長が別に定

める日」とする。 

５ 平成２０年度における本補助金の額の算定に係る第８条の規定の適用については、同

条中「別表の第３欄に掲げる補助基準額」とあるのは、「別表第３欄に掲げる補助基準額

と平成１９年度における旧要綱の規定による補助金の交付確定額に１００分の８０を乗

じて得た額（その額に１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。）とのいずれ

か高い額」とする。 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度事業から適用する。 

２ 平成２３年３月３１日までに交付決定が行われた補助事業については、なお従前の例

によるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 平成２５年３月３１日までに交付決定が行われた補助事業については、なお従前の例

によるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年３月３１日までに交付決定が行われた補助事業については、なお従前の例

によるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２７年３月３１日までに交付決定が行われた補助事業については、なお従前の例

によるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 平成２９年３月３１日までに交付決定が行われた補助事業については、なお従前の例

によるものとする。 

 附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年３月３１日までに交付決定が行われた補助事業については、なお従前の例

によるものとする。 

 



 

別表（第３条、第５条、第６条、附則第５項関係） 

 

１ 補助事業 ２ 補助対象経費 ３ 補助基準額 

次に掲げる要件をい

ずれも満たす事業所商

品等の販売事業 

１ 運営に関して障が

い者のかかわりがあ

ること。 

２ 複数の障がい福祉

施設等の連携の下に

運営がなされている

こと。 

３ 販売力が脆弱又は

販路確保が困難等の

理由のある事業所等

の商品を含め、10 箇

所以上の事業所商品

等を取り扱うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉の店運営の

ために必要な報酬、

給料、職員手当等、

共済費、賃金、旅費

、需用費、役務費、

委託料、使用料及び

賃借料、負担金及び

備品購入費等 

 

（注） 

・工事請負費は、市

内事業者が施行を

行ったものに限る。

ただし、やむを得な

い事情で市内事業

者への発注が困難

と市が認めた場合

につては、この限り

でない。 

・委託料は、市内事

業者が実施したも

のに限る。ただし、

やむを得ない事情

で市内事業者への

発注が困難と市が

認めた場合につい

てはこの限りでな

い。 

次の算定方法に基づき算出された常設販売

に要する経費に移動販売に要する経費を加え

た合計額とし、当該年度の福祉の店の運営に要

する額を上限とする。 

１ 常設販売に要する経費 

福祉の店を運営するために要する人件費

（但し、人件費に要する額と基準額を比較して

いずれか低い額とし、基準額は２，１４３千円

とする。）に常設店舗を維持するための経費を

加えた額から事業所商品等の販売手数料（但し

、販売に要した必要経費を除く。）及び福祉の

店を運営する団体の構成事業所等からの会費

（但し、団体を運営するための経費を除く。）

の実収入額を減じた額に、売上率（前年度売上

額を前々年度売上額（第１４回全国障がい者芸

術・文化祭鳥取大会等特別なイベントに基づく

売上額を除く。）で除した割合により算定した

率）に応じた次の区分による配分率を乗じた額 

 

売上率 配分率 

５０％未満 ５０% 

５０％以上 ７０％未満 ６０％ 

７０％以上 ８０％未満 ７０％ 

８０％以上 ９０％未満 ８０％ 

９０％以上１００％未満 ９０％ 

１００％以上１１０％未満 １００％ 

１１０％以上１２０％未満 １１０％ 

１２０％以上１３０％未満 １２０％ 

１３０％以上１４０％未満 １３０％ 

１４０％以上１５０％未満 １４０％ 

１５０％以上 １５０％ 

 

２ 移動販売に要する経費 

  移動販売に要する経費（但し、職員人件費、

移動販売車リース料、燃料費等移動販売を行う

ために必要な経費と基準額を比較していずれ

か低い額とし、基準額は７９８千円とする。）

に移動販売に参加した障がい者の参加率（但

し、参加率は移動販売を行う日数に対する障が



い者の参加又は障がい特性を周知する機会の

創出の日数で除した割合により算定するもの

とする。）に応じた次の区分による配分率を乗

じた額 

 

障がい者参加率 配分率 

２０％未満 １０％ 

２０％以上 ４０％未満 ２０％ 

４０％以上 ５０％未満 ４０％ 

５０％以上 ６０％未満 ５０％ 

６０％以上 ７０％未満 ６０％ 

７０％以上 ８０％未満 ７０％ 

８０％以上 ９０％未満 ８０％ 

９０％以上 ９５％未満 ９０％ 

９５％以上１００％未満 １００％ 
 

 


